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宇宙開発政策に関する提言
　　　　　　　【57・6・4】

自由民主党政務調査会

宇宙開発特別委員会

　本委員会は4カ月にわπり、宇宙開発をめぐる問題点につき調査・検討を重ねてきにが、重要

かつ緊急を要する諸点につき、提言を行うものである。

1　宇宙開発をめぐる情況を次のように認識した。

　t　先進国の情況

　　　6米ソ超大国が戦後宇宙活動に本格的聴手して以来、今日まで約27叩に上る人工衛星

　　　が打ち上げられていること。・

　　　oその用途も、・各種科学実験・調査から、資源探査、海洋観測、気象観測、測位、通信、

　　　放送そして軍事にと多岐にわたっていること。

　　．o安全保障面はもとより、衛星の持つ能力からゼ外交上の武器どしてもその二割が飛躍的

　　　に増大していること。

　　　o宇宙開発が先端技術産業の基盤を成し、科学技術水準を引き上げることで国際競争力を

　　　支えてい論｛、先進国共通の傾向であること。

　　　oこの分野でも　米ソ超大国が　年倒的に強いが、ソ連はおおむね軍事利用目的に使用し

　　　ており、いわゆる実用衛星では米国が最も進んでいるとと。

　　　o米国は1957年ソ連がスブー一・トニタを上げだ’こξ，に刺激され、国家を挙げて宇宙開発に

　　　取り組み潤沢な予算を注：ぎ・これまでに900回を超ネる打ち上げによってノウハウと技

　　　術データの蓄積を行ってきたこと。

　　　oフラ「！スが主導権を持つ　欧州lESA）は、1965年から米国の技術協力を受けつつ、

　　　自前のロケット技術を建立1ア1，アン亡ケット｝し、業国とロケット市場で競争出来る

　　　ようになったこと6

2．わが国の情況

　　oわが国は・1969年に宇宙開発事業団を発足させ、日米交換公文に基づく技術協力を仰ぎ

　　　つつ、先進甲を追いかけていること。

　　。政府は「わカ1国の衛星妹・わが国の・ケットで打ち上げる∫ことを基本路線として、自

　　前のロケット技術確立を当面の第一目標として取り組んできγ＝こと、及び、これは　自

　　　前のロケット技術を持たなげれば、あらゆる交渉の場で発言力が弱く、ま疋わが国独自

　　の判断で後進国に対し技術協力も行えない等、著るしく制約されるにめであること。

　　oわが国の自前のロケット技術の確立は、昭和60年代に打ち上げを予定されている　H：

　　一1ロケットによって津成され㍗その時点での静止軌道上への打ち上げ能力は800：Kg前

　　後と考えられること。　　　　1　　　　　　　　　　　・　　　　　　　・．

　oわが国の技術はロケットの他、衛星の入れもの、及び誘導・制御等、・枢要な技術部門で

　　も遅れており、米国からプラツクボックスの形で技術協力を受けていること。
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3．　軍事衛星分野について

　　o過去打ち上げられた2700の衛星の大部分は軍事用であり、その用途は通信、気象、

　　　航行㌔測地・海洋監視・偵察・早期警戒・核爆発　探知、査察、攻撃等であること。

　　。これらρ三門輝事以外の分野での技術開発の齪となっていること・

　　。米欧では、宇宙開発に対し科学技術予算の倍の規模で軍関係予算が組庄れること。

　　oわが国では「平和の目的」の解釈による制限でこうした投資はできないとされているが、

　　　防衛通信、海洋監視等に衛星を利用することはわが国の地勢を考えると防衛コスト面で

　　　も有利になると考えられること。

4．通信衛星分野について

　　o逼信衛星の分野では、これが国内・国際社会を通じて、今後重要な社会基盤になりらる

　　　4とから、鋪化が魯離められ、米国ではすで眠間企業がそ欄を奢っており

　　　参らに効率的運用を求めて・’燐化力ζ進め肱やがて1トン鯉時代に入ろ．うとレ

　　　事いること・

　　6伽ガでは赤道上の静止軌造位置をめぐって「陣取り合戦」が展開されており、ま7こ地域

　　　セ
　　　『際社会のネツトワー回想をめぐる主導権争いも行われていること6，

　　oζの分野では・工TU・インテルサット等の取極はあるが実態は実力主義、早いもφ勝ち
　　　も
　　　であり・ビジネスとしての競争分野になっていることb
　　　　　　　　　　　　　　　　　　．♂　　　　　　　　　層暫

5総｝括　　・　『覧
　、。ζうし准情況から、軌道上に割b当てを確保し、かつその位置に自国の衛星を打ち上げ

　　　ζれを運用し・実績を示すことの意義は、この簸争忙参加し、かつ生き残り、将来も技

　　　雑婚国としての地位を確保する上で極めて重大であること．

　　　問題点は

　　o米欧各国は、軍関係を含め、官民一体の総合的・長期的視点から、宇宙開発を捉えてお

　　　ロ　　　り・ζれに対応し．たわが国の戦略が求められており、しかもわが国の国益に重大な影響

　　　を及ぼすものであり、急がなければならないこと　　・　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
　　o当面の急務は、あらゆる可能性を求めてゼ「自前のロケツ・で1トン衛星を打ち上げム

　　　日」までのスケジュールを大幅に繰り上げることである。

皿　以上の認識のもとに次のとおり提言するものである。

　1．　基本政策について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　趣適E示』ノ
　　（わ国民の合意と支持を得て、宇宙開発に取り組む薗「蒙τしての強い意思を打ち出すべきで

ズある・
　　②国内に目を奪わ亀ることなく・国際環境を絶えず調査分析し、その変化進展に対処する

　　　　ための戦略を持つべきである。　　　　　　　　　　・　…一・……・

　　⑤これに沿って内閣、政府が意思統・一し、外交面での強力なバックアップを保証すべきで

　　　　ある・獣鴨輔こ熊鞠酬亦軌回る砲協、
　　⑭衛星の開発・利用に関して
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　　　国会決議＿／5／9衆．本蟻44／1／13参．騰清及び宇宙開鎌団

　　　法にある〃平和の目的に限り認とは非軍事利用に限りと同義に解釈されるとしているが

　　　憲法4）範囲内で防衛目的に使用できるよう：明確にすべきである。

2．基本計画について

　①自主技術の確立を急ぐに当っては、必要技術ゐプライオ11テイ．をはっきりさせ、これに

　　　集中的に投資しつつ、常にその成果を厳しく評価すべきである。

　　②当面は（1）H－1ロケット開発、②誘導制御技術開発、（3》衛星の容器開発にブライオηテ

　　　イを置き、その達成繰り上げに全力を注ぐべきである。

　⑤衛星の需要動向を常に把握←・これに対応でき、る弾力性のある計画でなければならない。

　⑭重点技術；ロケットと衛星のづランスに配慮しつつ、中・長期のより具体的目標を示し、

　　投資効率を高めるべきである。

　⑤わが国ロケット技術が衛星需要に応じきれない時は、“わが国の宿星はわが国のロケット’

　　　でρ原則は維持しつつも、臨時に外国打ち上げ技術に頼る等弾力的運用をすべきであるb

　⑤先進国とρ技術交流・及びコスト低減化のκめの部品購入を計画的に行い、●効率を高め

　　　るべきであ：る。

　⑦民間・メーカーの意見を充分反映し、官民一体で計画を推進すべきである。

　⑧学術研究分野においては、研究者の自由な発想を援助するとどもに一定期間で評価すべ

　　　きであう。　．　　　　　・

5　予算について．　　　　　　　　ら　　　碧一

　①わが国の宇宙開発予算は57年度約1，000億円、56年度までの累積で約8，500億

　　　円で、それぞれ米国の約10分の1、．53分の1であり、米国軍関係の予算を含めると

　　差はその5倍に達する。また冠欧州の予算ゐ数分の1である。

㈱星の打ち上げ回数は通算25回で米国の50分の》であり・イウー久技術データの蓄

　　’積が進まず、投資効率は期待できない。まに年に2回の打ち上げでは、ロケットメーカ
　　一も採算ベースに乗らず、瀕意欲がわかな㌔、し瓦翻たわπる予算の鮒ナをも

　　つ把計画が示されない把め計画投資が組めず、身を削って開発にとり忌んでいる現状で

　　　ある。

　③先端技術薗発分野の投資効率は投資額の伸び率の次乗に比例するといわれており、少な

　　　くともここ数年で緊要な技術開発に集中的かつ安定しπ予算を投入することによって、

　　その技術上昇率を米国のそれを上回るペースに上げるべきである。

　④その目安となる額は最低5000億円157年ベース｝である。

　⑤これを達成するために、科学技術予算を重点配分し、まに、関連産業の充分な理解を得

　　て、その資金の活用についても協議すべきである。

　⑤宇宙開発に対する予算投資効果を生み出すまでに一・定期間を要することに鑑み、財源確

　　保に当っては国庫債務負担行為を最大限に活用すべきである。
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　　’5　国境整備について

　　　　①わが国宇宙開発に対する国民の理解は今だ充分とはいえない。しかも、国民の理解と協．

　　　　　力なくして成果は期待出来ない。

　　　　②漁業との関連で打ち上げ時期が藩しく制限されており、この点でも、関係者の理解を得

　　　　　る努力が必要である。

　　　　③現在国民1人当り1．000円の予算を宇宙開発に投じているが、これを増やして：いかな

　　　　　ければならない情況を国民にわかりやすく説明していくPR方法を検討すべきである。

　　　　④政府みずから、宇宙産業のすそ野を広げる努力をし、ユーザー開拓に乗り出す等環境を

　　　　　整備する姿勢を示すべきである。　　　　　　，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鴫｝レ　　　　　　　噸　．

　　　　⑤環境も含め、打ち上げ基地能力の拡充についても、検討しておく必要がある。
　　　　　　「噛ワ　　　　　　　　　　　　　　　　　　L4　　　　　　　　　　　　　　劇r曹唱　　　　　　　　　’馬　　　　　　　　　　　　　　一凶ワ、

　　6．　国際協力について

　　　　①宇宙開発には膨大な投資を伴うにめ、今後は国際共同開発の機会が増えると考えられる。

　　　　　すでに構想が発表されに有人宇宙基地計画くSOCなど）や、すでに行われているスペ，

　　　　　一スシヤトルを利用しに共同実験・研究などに対しては積極的に参加すべきである。

　　　　②こうした構想に対しては、●初期の段階から人材を送り込み人材育成、ノウハウの蓄積を

　　　　　目指すべきである。

　　　　③外交努力によ．り、積極的に機会創出を目指すべきである。

　　　　｝　勇　　．1　　・・’■レ
司旧庵璃1才諦痢の箱肉鰍♪芝最適馳な琢議頒碗酵ラ1窺儲之

機構について

11）宇宙開発機構に関しては、形は一応整っているものの・運用上の問題からその機能が充

　分発揮されていないと言わざるをえない。

②関係各省、各機関が緊密に連絡を取り、横断的協調体制を確立ずべきである。

③宇宙嗣発委員会に付与されに諸機能が・充分発揮されるよう・その強化を検討すべきで

　ある。まに、委員に民間有識者を加える等、全組織の活性化を計るべきである。

7　以上の提言をふまえて、宇宙開発政策大綱を見直し宇宙開発計画の策定にあにるよう要望

　する。
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